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南小国町モバイル建築施設整備工事公募型プロポーザル 

実施要領 

 

１．趣旨 

南小国町では、本町における地域資源である小国杉を活用し、町内での多目的な利活用を想定し

たモバイル建築施設を導入することを目的とし、飲食営業も可能な水回り設備を備えたキッチン

及びそれに付随する会議・客席スペースを備えた施設整備を行う。これら設計から設置施工までの

一括提案として、公募型プロポーザル方式により工事請負契約候補者を募集する。 

 

２．工事の概要 

（１）工事名 

南小国町モバイル建築施設整備工事 

（２）工事期間 

契約締結日から令和 9 年３月 19 日（金）まで 

（３）工事内容 

「南小国町モバイル建築施設整備工事 特記仕様書」のとおり 

（４）提案上限額 

１７，０００，０００円（消費税及び地方消費税を含む） 

（５）事務局 

南小国町 農林課 林政係 

〒８６９－２４９２ 熊本県阿蘇郡南小国町大字赤馬場１４３ 

ＴＥＬ：０９６７－４２－１１４４ 

E-mail：nourin@town.minamioguni.lg.jp 

 

３．参加資格 

本選考に参加することができる者は、次のいずれにも該当する者とする。 

（１）地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16 号）第 167 条の４第１項の規定に該当しない者であ

ること。 

（２）本プロポーザルへの参加申請書提出日から契約締結の日まで、南小国町長から指名停止の措置

を受けていないこと。 

（３）次の各号のいずれにも該当しないものであること。 

① 破産法（平成 16 年法律第 75 号）第 18 条又は第 19 条の規定により破産の申し立てがなされ

ている者。 

② 民事再生法（平成 11 年法律第 225 号）第 21 条の規定に基づく再生手続の申立てがなされて

いる者。 
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③ 会社更生法（平成 14 年法律第 154 号）第 17 条の規定に基づく更生手続の申立てがなされて

いる者。 

④ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成 3 年法律第 77 号。以下「暴対法」と

いう。）第２条第２号に規定する暴力団又は、役員等が暴対法第２条第６号に規定する暴力団

員（以下「暴力団員」という。）又は暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者。 

（４）市区町村税、消費税、地方消費税及び法人税に滞納がない者であること。 

（５）小国杉を建材として適切に加工・使用できる能力を有すること。 

（６）建築工事業の建設業許可を有すること。 

（７）建築士事務所の登録を受けていること。 

（８）本業務の遂行に支障がない体制を有していること。 

 

４．共同企業による参加 

本プロポーザルは、複数の事業者で構成する共同企業体（以下「共同企業体」という。）による

参加を認めるものとする。 

共同企業体による参加を希望する場合は、次の要件を満たさなければならない。 

（１） 構成員の中から代表者を１者選定し、代表者が本プロポーザルに係る手続きを行うこと。 

（２） 構成員は、それぞれ担当する業務を明確にし、その役割分担を提出書類に記載すること。 

（３） 設計業務を担当する構成員は、当該業務に必要な資格及び登録を有していること。 

（４） 施工業務を担当する構成員は、当該工事に必要な建設業許可その他必要な資格を有している

こと。 

（５） 全ての構成員が本実施要領の「３．参加資格」に定める（１）から（４）までの要件を満た

していること。 

（６） 構成員は、他の共同企業体の構成員又は単独参加者として重複して参加してはならない。 

 

４．実施スケジュール 

内容 日程 

公募開始 令和８年８月５日（水） 

質問書の受付期限 令和８年８月１２日（水）正午必着 

参加申請書の提出期間 令和８年８月１９日（水）１６時必着 

参加資格審査結果の通知 令和８年８月２１日（金） 

企画提案書の提出期限 令和８年８月２８日（金）１６時必着 

審査会（プレゼンテーション及びヒアリング） 令和８年９月３日（木）予定 

 

５．質問の受付及び回答 

（１）質問の受付期限 

令和８年８月１２日（水）正午必着 

 

 



3 

（２）受付方法 

質問書（様式第１号）により、「２．（５）事務局」に記載する E-mail アドレス宛に電子メール

にてワード形式のまま送信すること。なお、送信後は到達確認のため事務局へ電話連絡を行うこと。 

（３）質問に対する回答 

回答は、質問者の名称等を伏せた上で、令和８年８月１４日（金）までに、質問を提出した全員

に対し電子メールで回答し、南小国町ホームページ上でも回答を公開する。 

 

６．参加の方法 

本件は、公募型プロポーザル方式による選考を行うこととし、「３．参加資格」に記載する要件

に該当するか否かの確認を行った後、参加資格があると認められた者からの企画提案を受け付け

る。企画提案書の提出を希望する者は、次のとおり参加申請書等を提出すること。 

（１）提出期限 

令和８年８月１９日（水）１６時必着 

 

（２）提出方法 

持参又は郵送により提出すること。 

持参する場合は、受付時間は平日９時から１７時まで（提出期限日は１６時まで）とする。提

出物は封筒に入れ、封筒の表には本プロポーザルの参加申請書在中と記載すること。なお、持参

しても、その場で内容確認は行わない。 

郵送の場合は、簡易書留又はレターパックプラスによる提出に限る。封筒の表には本プロポー

ザルの参加申請書在中と記載すること。なお、本町は郵送中の事故等に伴う損害に関しては一切

責任を負わない。 

（３）提出書類 

① 参加申請書（様式第２号） 

② 工事請負実績書（様式第３号） 

③ 建設業許可通知書の写しまたは許可証明書 

④ 建築士事務所登録通知書の写しまたは登録証明書 

⑤ 法人登記に係る履歴事項全部証明書（法人の場合） 

⑥ 当該個人又は法人が所在する市区町村税の未納が無いことの証明書 

⑦ 法人税、消費税及び地方消費税の納税証明書（その３の３） 

※⑤～⑦については、発行後３か月以内の原本とする。 

（４）提出部数 

各１部 

（５）参加資格の確認 

参加資格は提出された書類により審査し、その結果は令和８年８月２１日（金）までに参加申

込書に記載のあった電子メールアドレス宛てに通知する。 
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７．企画提案書等の提出 

参加資格を認められた者は、次のとおり企画提案書等を提出すること。 

（１）提出期限 

令和８年８月２８日（金）１６時必着 

（２）提出方法 

持参又は郵送により提出すること。 

持参する場合は、受付時間は平日９時から１７時まで（提出期限日は１６時まで）とする。提

出物は封筒に入れ、封筒の表には本プロポーザルの企画提案書在中と記載すること。なお、持参

しても、その場で内容確認は行わない。 

郵送の場合は、簡易書留又はレターパックプラスによる提出に限る。封筒の表には本プロポー

ザルの企画提案書在中と記載すること。なお、本町は郵送中の事故等に伴う損害に関しては一切

責任を負わない。 

（３）提出書類及び提出部数 

① 企画提案書提出票（様式第４号）  正本１部 

② 企画提案書（Ａ４判任意様式）   正本１部、副本５部 

企画提案書には、会社概要、実施体制、類似業務実績、基本コンセプト、設計提案、施工

計画、行程表等を記載すること。Ａ４判両面印刷とし、文字サイズは原則１１ポイント以上

とする。図面等でＡ３判を使用したい場合は、片面印刷をＡ４サイズに折込むことを認める

が、１枚までとする。 

② 見積書（Ａ４判任意様式）     正本１部 

（４）その他 

① 企画提案書の提出後において、資料の差し替えは認めない。 

② 提出された資料は、一切返却しない。 

③ 提出された資料は、本業務以外の目的では使用しない。 

 

８．審査会 

企画提案書の内容について、プレゼンテーション及びヒアリングによる審査を行う。 

（１）審査会の期日 

令和８年９月３日（木）を予定するが、変更になる場合もある。企画提案書等の提出者に、日

時及び場所等について通知する。 

（２）実施方法 

① プレゼンテーションは、提案者から２０分以内で説明を行い、その後２０分程度の質疑応答

を実施する。 

② プレゼンテーションは、パソコン等を使用し、スクリーン等に投影する方法を採ることを認

める。スクリーン又は大型モニター及びＨＤＭＩケーブルは本町で用意したものを使用するこ

とができるが、パソコン等の機材は提案者において用意すること。 
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③ 企画提案書に記載された提案内容以外の追加は認めないが、企画提案書に記載した内容をパ

ワーポイント等に転記することは可能とする。但し、提案内容が追加されていると判断した場

合は、当該箇所を審査対象としない。 

④ プレゼンテーションに参加できる人数は、最大２名とする。主任担当者は必ず出席し、主体

的に説明しなければならない。 

 

⑤ プレゼンテーションに欠席する場合、本プロポーザルを辞退したものとみなす。ただし、災

害や公共交通機関の事故等、真にやむを得ない事由により出席できないと判断される場合は、

この限りでない。この場合、その後の対応については本町の指示に従うこと。 

（３）審査結果の通知 

審査会の出席者に結果を郵送で通知する。 

 

９．委託先の選定に関する事項 

（１）選定方針 

① 請負先の選定に当たっては、本町の職員等で構成する「小国杉モバイル建築施設整備工事評

価委員会（以下「評価委員会」という。）」を設置し、評価委員会において行うものとする。な

お、委員は非公表とする。 

② 選定審査は、「（２）審査基準」に基づき、参加申請書等及び企画提案書等を基にした選考（以

下「書類選考」という。）と、提案説明（以下「プレゼンテーション」という。）に基づいた選

考（以下「審査会」という。）を行うものとする。 

 

（２）審査基準 

以下の基準により、審査を行う。 

評価項目 評価の観点 配点 

1. 類似業務実績 同種・類似業務の実績と成果 10 点 

2. 実施体制・技術者 技術者配置及び実施体制の適切性 20 点 

3. 設計提案 目的を踏まえた設計提案の妥当性 25 点 

4. 施工計画 安全・品質・工程管理の実現性 15 点 

5. 維持管理・環境配慮 
維持管理性及び耐久性への配慮、地域性・景観・環境へ

の配慮 
15 点 

6. 独自提案 創意工夫及び付加価値の提案 10 点 

7. 価格 提案内容に見合う価格の妥当性 5 点 

合計 100 点 

 

１０．契約 

（１）審査の結果選定された請負候補者と工事の詳細について協議し、協議が整ったときは速やかに

契約の締結を行う。なお、工事の内容は、企画提案書に拘束されるものではなく、本町と請負候

補者との協議の上で決定する。 
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（２）請負候補者特定後、契約締結までの間に請負候補者参加資格がなくなった場合は、請負候補者

の特定を無効とし、契約を締結しないことがある。 

（３）請負候補者が契約を締結しないとき又は本工事の遂行に支障があると判明したときは、次順位

の者を繰り上げて、その者を請負候補者として契約の締結交渉を行う。 

 

１１．その他 

（１）本プロポーザルに参加する事業者は、本公募要領、特記仕様書等を熟読した上で参加すること。 

（２）本プロポーザルに要する経費及び提出に関する費用はすべて参加する事業者の負担とする。 

（３）提出書類等で用いる言語は日本語、通貨は日本円とする。 

（４）提出する企画提案書は、１事業者につき１案とする。 

（５）参加確認書の提出後に参加を辞退する場合は、すみやかに事務局へ連絡すること。 

（６）企画提案書等及びプレゼンテーション用資料の著作権は企画提案者に帰属する。ただし、本町

が本提案公募の審査及び議会報告で必要と判断した場合は、企画提案書等及びプレゼンテーシ

ョン用資料の複製及び内容を無償で使用できるものとする。 

（７）工事請負契約を締結した事業者の企画提案書等及びプレゼンテーション用資料の内容につい

ては、事業者に確認の上、事業者のノウハウに関わる部分を除いて本町が必要とする範囲で公開

することがある。 

（８）参加申請書等及び企画提案書等に記載すべき事項の全部又は一部を記載せず、又は書類に虚偽

の記載をし、これを提出した者は、失格とする。 

 

 

 


